
平成16年は11月１日現在（合併時）・平成17年は４月１日現在

合　　計

※　１．計画期間は平成17～21年の５年間です。
　　２．（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示します。

※　１．職員数は一般職に属する職員数（教育長１人を含む）です。地方公務員の身
　　　分を保有する休職者と派遣職員などを含み、臨時・非常勤職員を除いています。
　　２．（　）は条例定数の合計です。

※　１．基本給とは職員の給料、扶養手当、調整手当の合算額の平均です。
　　２．平均月収額は職員の基本給と毎月支払われる各種手当（扶養手当、通勤手当、
　　　　住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）を含めた額です。

※　１．決算には消費税を含んでいません。
　　２．職員給与費とは、職員に対して支給される給料と各種手当（扶養手当、通勤
　　　手当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）に要する経費です。退職
　　　手当に要する経費は含んでいません。
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部門別職員数の状況と主な増減理由
平成16年は11月１日現在（合併時）・平成17年は４月１日現在

公営企業職員の年齢・基本給・月収額の状況 平成17年４月１日現在

公営企業事業予算の状況 平成17年度

公営企業職員給与費の状況 平成16年度決算（合併後）

特別職の報酬等の状況 平成17年11月１日現在
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年齢別職員構成の状況 平成17年４月１日現在

計
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※　１．給与費は当初予算に計上された額です。職員手当には退職手当を含みません。
　　２．職員数は予算計上数値であり、平成17年４月１日現在の実数とは一致しません。
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職員数
（A）区分 １人当たり

給与費(B/A)計（Ｂ）期末勤勉手当職員手当給　料
給　　与　　費

428,822円378,204円46.2歳
373,284円318,359円40.6歳
948,790円546,112円38.6歳
363,263円330,084円39.6歳

病院事業

水道事業

事務職員
看護師
医師

区　　　分 平均年齢 基 本 給 平均月収額

病院事業

水道事業

職員給与費
の比率(B/A)

職員給与費
（Ｂ）

純損益・
実質収支

総 費 用
（Ａ）区　分

区 分 期 末 手 当 退職手当（４年任期満了時）
市長
助役
収入役
議長
副議長
議員

925,000円
730,000円
656,000円
456,000円
393,000円
366,000円

給料月額×在職年数×550／100
給料月額×在職年数×400／100
給料月額×在職年数×300／100

給料・報酬月額

〇支給割合 平成17年度

12月期 1.70月分
　計　 3.30月分

６月期 1.60月分

〇役職加算 15％

市職員の給与状況・定員管理
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平成16年
職　員　数区 分

部 門 平成17年
対前年
増減数 主な増減理由 ▼ 定員適正化計画の年次別進捗状況（実績）の概要

　合併によるスケールメリットを最大限生かし、将来の本庁方式を見
据えた組織機構の構築、事務事業の見直し、さらには指定管理者制度
の導入などを行い、現行の住民サービスの質を維持しながら、さらな
る行財政運営の効率化をめざすとともに、職員数の削減を図ります。

▼ 定員適正化目標（数・率）

▼ 定員適正化計画の基本的な考え
15

平成16年11月１日 平成21年４月１日 100人の純減（△7.1％）

始　　期 終　　期
計　画　期　間

数　値　目　標

※　１．西条市の給与条例に基づく、給料表の級区分による職員数です。
　　２．標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職名です。

標準的な
職務内容

区　分

職員数
構成比

１級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 ７級 ８級 ９級 合計

主事 主事 主事 主任 係長 専門員 課長補佐 次長 部長
技師 技師 技師 主査 課長

主幹
  4人  49人  69人  97人 103人 150人  58人  84人  15人 629人

100％ 0.6％ 7.8％ 11.0％15.4％16.4％23.8％  9.2％ 13.4％ 2.4％

一般行政職
　大学卒

一般行政職
　高校卒

技能労務職

170,700円 184,400円 170,700円
Ⅱ種

138,800円
Ⅲ種

184,400円

138,800円 148,500円 148,500円

128,100円 136,000円

決定初任給
採用２年経過日
給　料　額 決定初任給

採用２年経過日
給　料　額

区　　分
西 条 市 国

※　平均給与月額は平成17年４月に支給された給料のほか、各種手当（扶養手当、通勤手
　当、住居手当、管理職手当、時間外勤務手当など）を含めた額です。

346,051円 408,972円一般行政職 42.6歳 329,728円 40.3歳

244,918円 256,584円技能労務職 44.4歳 285,008円 48.1歳

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均年齢平均給料月額 平均給与月額

西 条 市
区　 分

国

※　１．給与費は当初予算に計上された額です。職員手当には退職手当を含みません。
　　２．職員数は予算計上数値であり、平成17年４月１日現在の実数とは一致しません。

992人 3,922,617
千円

606,738
千円

1,610,772
千円

6,140,127
千円 6,190千円

職員数
（Ａ） 給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（Ｂ）

１人当たり
給与費(B/A)

給　　与　　費

※　人件費には、市長などの特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

116,259人 19.3％46,404,043
千円

2,127,220
千円

 8,968,026
千円

住民基本台帳人口
平成17年３月31日現在

人件費率
(B/A)

歳出額
（Ａ）

人件費
（Ｂ）実質収支

支給割合
平成16年度

国の制度との異同期末手当 勤勉手当区　　　分
６月期
12月期
計

1.4月分 0.7月分
0.7月分
1.4月分

1.6月分
3.0月分

同

国・西条市とも職制上の段階、職務の級などによる加算措置あり。

国の制度との異同自己都合 勧奨・定年区　　　分

同

国・西条市とも定年前早期退職特別措置あり。（２～20％加算措置）
１人当たりの平均支給額：2,160万円（平成16年度）

支 給 率

勤続20年
勤続25年
勤続30年
最高限度額

21.00月分 27.30月分
33.75月分 42.12月分
47.50月分 59.28月分
59.28月分 59.28月分

手当の種類（手当数）：14種類（代表的な手当は下記のとおり）
〇支給額の多い手当：消防職員手当、救急手当、税務手当、社会福祉業務
　　　　　　　　　手当、現場監督手当。
〇多くの職員に支給されている手当：同上。

職員全体に占める手当支給職員の割合
支給実績

区　　　　分

支給対象職員１人当たりの平均支給年額 38,550円

12,567千円
全 職 種

29.3％

職員１人当たりの支給年額
支給実績

区　　　　分
178,309千円
    160千円

全 職 種

国の制度との異同

配偶者のない職員の扶養親族のうち１人
配偶者が扶養親族でない職員の１人目の子等

配偶者
西条市の支給額

配偶者以外の扶養親族のうち２人

その他の扶養親族１人につき
16歳～22歳の子１人につき（加算）

13,500円
各6,000円
 11,000円
　6,500円
　5,000円
　5,000円

同

国の制度との異同西条市の支給額
交通機関
利用者
電車・バス等

交通用具
使用者
自家用車等

同

負担している運賃の額に応じて、１
カ月当たり最高55,000円まで支給。

２㎞以上５㎞未満は2,000円。
５㎞以上は4,100～24,500円。

国の制度との異同西条市の支給額

借家・借間
居住者

持家居住者

月額12,000円以上の家賃を支払って
いる職員に対して、負担している家
賃の額に応じた額を支給。
限度額：27,000円（家賃55,000円以上）
3,500円

一部異なる
国は持家居住者に
対して、取得後５
年まで2,500円。

1,114人

2人
 0.2％

職員数

普通昇給期間（12～24カ月）を短縮して昇給した職員数（Ｂ）
比　率

区　　　　　分 全職種
（Ａ）

（Ｂ／Ａ）

一般行政職　大学卒
一般行政職　高校卒
技能労務職

経験年数10年 経験年数16年 経験年数20年
267,457円
242,800円
238,840円

332,042円
299,967円
263,700円

368,557円
348,350円
287,300円

区　　　分

※　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数を
　いいます。

人件費の状況

職員給与費の状況

職員の給料月額・給与月額・年齢の状況

職員の初任給の状況

平成17年４月１日現在

平成17年４月１日現在

職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況 平成17年４月１日現在

一般行政職の級別職員数の状況 平成17年４月１日現在

昇給期間短縮の状況 平成16年度（合併後）

平成17年度普通会計予算

平成16年度普通会計決算（合併後） 職員手当の状況 平成17年４月１日現在

西条市職員の給与状況と
定員管理等をお知らせします 　市職員の給与などの状況をお知らせします。

　市職員の給与は、職務の内容、民間企業との
比較、国や他市町村とのバランスを考慮して、
条例で定められています。

平成16年度（合併後）

平成16年度（合併後）
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３
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６

７

８

問合せ：市庁舎本館職員課　℡0897－56－5151内線2141

▼ 期末・勤勉手当

▼ 退職手当

▼ 特殊勤務手当

▼ 時間外勤務手当

▼ 扶養手当

▼ 通勤手当

▼ 住居手当
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